第１３章　金融
概況
　前年度から継続された総需要抑制策は、49年第３四半期に至ってようやくその効果を現わし、高度経済成長の連続であった日本経済も戦後初めて縮少過程を経験し、ＧＮＰ（実質）の伸び率がマイナス0.2パーセントを記録した。これを金融面の動向から分析すると、48年12月に9.0パーセントになった公定歩合は年度中維持され、これと並行して日銀による窓口規制、選別融資制度も強化された。この結果、物価面では卸売物価指数が７月頃から沈静化の兆しがみえはじめ、消費者物価指数も半年遅れて50年１月頃から同様の傾向が見られ、景気の落ち込みは明らかになった。しかし、この様に金融政策全般が、その発動（48年１月）から実効（49年７月）まで相当期間を経過しないとその政策効果を現わさない現状は金融政策の有効性が低下しはじめた事を意味する。これは金融市場の構造が従来の現金需要市場型から、企業内自己金融と債券市場に変化したことによっている。
　なお、景気後退期にもかかわらず、物価騰貴の原因となった過剰流動性については、49年上半期で吸収されてその姿を消し、下半期からは不況対策に焦点が絞られた結果、49年は金融緩和の方向へ歩み出す下準備の時期とみる事ができる。また通貨市場流通指標であるマーシャルのＫも、財政支金の支出から上昇を示して、これを裏付けている。
日銀券
　日銀大阪支店勘定による通貨の動向は、６月、12月のボーナス時期にそれぞれ、1,499億円、2,770億円と例年通り定期的な出超があり、１月には納税等の関係から1,121億円の還流があったものの、年間では6,820億円の出超を記録した。
　これは、前年度と比較すると236億円の増加であり、通貨流通面から景気に対するある種の下支え作用を果していると言うことができる。
手形交換高
　昭和49年度中の手形交換高は枚数では、7,094万枚、金額は125兆8,368億円で前年に比べて枚数では、268万枚減少したが、金額では20兆4,163億円、19.4パーセント増加であり、手形１枚当りの金額も48年143万円、49年177万円で23.9パーセント増加している。不渡手形は49年24万４千枚で前年度からの減少傾向を更に続けたが、金額は逆に1,721億円で数年来最高の水準となった。これは、金融市場のひっ迫を反映して、倒産が大型化する一面を物語っている。
銀行預金
　昭和49年における大阪銀行協会社員銀行の預金状況は、総預金、実勢預金とも48年度同様の低い水準に低迷した。これを月別にみると、１月から３月は好調を維持したが、前年同月比10パーセントを割る低い伸び率であった。実勢預金も、３月には個人預金の伸び悩みから前年同月比7.2パーセント増と40年以来の最低水準であった。４月は、総預金は３月の反動落、これと公金預金流出が重なり月中1,723億円の減少となった。５月は総預金、実勢預金とも堅調な動きを示し、６月は法人預金はボーナス・納税に支払される一方で、大型ベース・アップ、ボーナス支払の個人預金への還元と相殺作用で615億円の減少にとどまった。７月は法人預金の不振、８月は個人預金の取り崩しと３ヵ月連続の減少記録となった。９月期以降になっても、法人預金は回復の兆しが遅く、総預金は決算期にもかかわらず、2,676億円、3.3パーセント増の水準まで低下した。10月は、個人預金が比較的順調に推移したが、法人預金が依然悪く1,072億円の減、11月は個人預金の盛り返しによって2,011億円増と前年同月の増加額を多少なりとも上回り、９月を底とする回復基調をみせはじめた。 12月は買い控えによる個人消費の冷え込みを反映して、個人預金は好調な出足を示したが、法人預金は企業金融のひっ迫を背景に取り崩しが進み、全体としてはわずか497億円増の低水準で50年を迎えることになった。
銀行貸出
　年間を通して、ボーナス資金、決算資金、在庫資金を中心に根強い資金需要がみられた反面、窓口規制、選別融資制度が働いて極めて低位な伸びに終始した。　１月から３月は強力な窓口規制で伸び悩み、６月にやっとボーナス資金を中心とする需要で持ち直したが、それも７月までで、８月には早くも減少傾向が見られた。これは11月の決算資金需要期にもかかわらず、877億円の増加にとどまったことを見るにつけてもうかがわれる。　12月は例年、年末決済資金、ボーナス資金需要を中心に2,118億円の増加をみたが、前年の2,505億円の水準を上まわるには及ばなかった。
　また、融資先別の動向では、全体の落ち込みの中で、中小企業向け融資は大きな落ち込みはなかった。業種別では、選別融資規制の対象となった建設、不動産、卸小売、サービス向け融資が低迷したのが象徴的な現象であった。
